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連結業績の概要（収益）
億円

04年3月期
中間期

05年3月期
中間期

売 上 高 5,343 5,757 +414 (+7.7%)
売 上 総 利 益 1,145 1,271 +126 (+11.0%)
（ 売 上 高 総 利 益 率 ） 21.4% 22.1% +0.7 ポイント
販 売 費 及 び
一 般 管 理 費 897 915 +18 (+2.0%)

（ 売上高販管費比率 ） 16.8% 15.9% -0.9 ポイント
営 業 利 益 247 356 +109 (+43.9%)
（ 売上高営業利益率 ） 4.6% 6.2% +1.6 ポイント
営 業 外 収 支 ▲ 18 ▲ 8 +9 ( - )

経 常 利 益 230 348 +118 (+51.4%)

特 別 損 益 ▲ 12 ▲ 41 -29 ( - )

中 間 純 利 益 109 198 +88 (+80.7%)

増減

（注）蝶理（株）、水道機工（株）は２００５年３月期中間期まで持分法を適用。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前中間期）→（当中間期）

為替レート ＜円／US$＞ 　期中平均　 : １１８．０ →　１０９．９ 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 期末 　 : １１１．３　 →　１１１．１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前中間期）→（当中間期）

＜US$／ユーロ＞ 期中平均　: １．１３ → １．２１
　　　　　　　　　　　　期末 : １．１６ → １．２３



5

連結業績の概要（財政状態）

億円

（注）２００４年９月末は、蝶理（株）、水道機工（株）を連結後。

04年3月末 04年9月末 特記事項

総 資 産 12,953 13,953 +1,000 (+7.7%)

株 主 資 本 4,142 4,336 +193 (+4.7%)

有 利 子 負 債 4,945 5,007 +62 (+1.3%)

04年3月期
中間期

05年3月期
中間期

ROE　 5.5% 9.3% +3.9 ポイント

ROA*1 3.8% 5.3% +1.5 ポイント

ﾌﾘｰ・ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ 201 340 +139 (+68.9%)

増減

増減

内、蝶理・水道機工の影響：＋１，０１５億円

内、蝶理・水道機工の影響：＋２９７億円

*１）ＲＯＡ＝営業利益／総資産
ＲＯＥ、ＲＯＡは年率換算値
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営業外収支・経常利益

億円

04年3月期
中間期

05年3月期
中間期

増減 特記事項

営業外収益 74 73 -1

受取利息及び配当金 9 9 -0

持分法による投資利益 32 42 +11

雑収益 34 22 -12

営業外費用 ▲ 92 ▲ 81 +11

支払利息 ▲ 40 ▲ 31 +9

雑損失 ▲ 51 ▲ 50 +1

営業外収支 ▲ 18 ▲ 8 +9

経常利益 230 348 +118

金融収支 ▲ 32 ▲ 22 +9

雑収支 ▲ 18 ▲ 28 -10

有利子負債圧縮および金利低下等

蝶理、ＫＴＰ（韓国）、ＳＴＥＣＯ（韓国）等

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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特別損益・税前利益

04年3月期
中間期

05年3月期
中間期

増減 特記事項

特別利益 15 9 -6
有形固定資産売却益 14 3 -12
投資有価証券売却益 1 0 -0
その他 - 6 +6

特別損失 ▲ 27 ▲ 51 -24
有形固定資産売却廃棄損 ▲ 13 ▲ 12 +1
投資有価証券評価損 ▲ 1 ▲ 3 -2
構造改善費用 ▲ 13 ▲ 32 -20
その他 ▲ 0 ▲ 4 -4

▲ 12 ▲ 41 -29
218 306 +89税前利益

ネット特別損益

億円

繊維・ﾌﾟﾗｹﾐ以外の設備の廃棄損・廃棄費用等

繊維・ﾌﾟﾗｹﾐ設備の廃棄損・廃棄費用等

社宅跡地等の売却益減少等

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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資産・設備投資額・減価償却費
億円

04年3月末 04年9月末 増減 特記事項

総資産 12,953 13,953 +1,000

流動資産 5,491 6,459 +969

有形固定資産 5,433 5,321 -112

無形固定資産 96 108 +11

投資その他 1,933 2,065 +133

04年3月期
中間期

05年3月期
中間期

増減 特記事項

219 234 +15

333 315 -18

16 ▲ 32 -47

▲ 98 ▲ 112

設備投資額

減価償却費　　　　　－）

振替・除却等

有形固定資産増減

設備投資の効率化等

東レ：　６４、国内：　４５、海外：１２５

東レ：１３２、国内：　４６、海外：１３７

内、蝶理、水道機工の影響：＋１，０１５億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋８９１億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋４９億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋１１億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋６４億円

株価回復による投資有価証券の増加等

主な設備投資 ：＜国内＞東レ：炭素繊維関連設備（愛媛工場）　
　　　　　　　　　　　　　　　　東レフィルム加工　等 　　　

＜海外＞ＳＯＦＩＣＡＲ：炭素繊維設備（フランス）　等
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負債・資本

億円

04年3月末 04年9月末 増減 特記事項

8,437 9,105 +669

流動負債 4,729 5,485 +756

固定負債 3,708 3,620 -88

374 512 +138

4,142 4,336 +193

4,945 5,007 +62

少数株主持分

資本合計

有利子負債残高

負債合計

有価証券の評価差額金の増加等

内、蝶理、水道機工の影響：＋８８７億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋８０４億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋８３億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋１２８億円

内、蝶理、水道機工の影響：＋２９７億円
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事業セグメント別業績（売上高／営業利益）

億円

04年3月期
中間期

05年3月期
中間期

04年3月期
中間期

05年3月期
中間期

繊維 2,134 2,242 +108 (+5.1%) 94 101 +6 (+6.7%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 1,274 1,348 +75 (+5.9%) 43 60 +17 (+39.9%)

情報・通信機材 834 1,085 +251 (+30.0%) 69 150 +81 (+116.6%)

住宅・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 543 520 -22 (-4.1%) 3 3 -1 (-18.2%)

医薬・医療 220 202 -18 (-8.2%) 7 ▲ 3 -10 ( - )

新事業その他 339 360 +21 (+6.0%) 27 44 +17 (+63.1%)

計 5,343 5,757 +414 (+7.7%) 244 354 +111 (+45.4%)
消去又は全社 4 2 -2

連結 5,343 5,757 +414 (+7.7%) 247 356 +109 (+43.9%)

売上高 営業利益

増減 増減

（注）東レ・ファインケミカルのＩＴ関連ケミカルを
当中間期よりプラスチック・ケミカルセグメントか
ら情報・通信機材セグメントに組み替えている。

そのため０４/３月期中間期についても同組み替
え分を修正している。
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事業セグメント別業績（繊維）

国内衣料市場の低迷、原料高の
影響はあるが、衣料用・産業用
とも価格転嫁の推進、高採算品
へのシフト及び New Value 

Creatorの拡大などによる事業構
造改革が着実に進展し、増収増
益。

商事子会社の拡販、またその他
子会社も拡販と体質強化を進め、
増収増益。

アセアン及び中国子会社は、拡
販と体質強化を進め、増収増益。
欧州、韓国子会社の不振により、
海外全体で増収なるも減益。
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海外
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東レ

売上高 営業利益

特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

２，１３４
２，２４２

９４
１０１

+5.1% +6.7%

＜主要子会社＞
国　内： 東ﾚｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ，一村産業　他
アジア： ＩＴＳ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ)，ＬＵＣＫＹＴＥＸ（ﾀｲ），ＰＥＮＦＡＢＲＩＣ（ﾏﾚｰｼｱ），ＴＦＮＬ，ＴＡＫ（中国）　他
欧　米： ＡＬＣＡＮＴＡＲＡ（ｲﾀﾘｱ） 　他
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事業セグメント別業績（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ）

415 417

382 416

477
515

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

０４／３月期　
中間期

０５／３月期　
中間期

億円

海外

国内

東レ

1

19
20

2422

23

-5

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

０４／３月期　
中間期

０５／３月期　
中間期

億円

修正

海外

国内

東レ

売上高 営業利益

特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

商事子会社、フィルム加工子会
社が拡販を進め、増収増益。

樹脂は、自動車・電機用途向け、
フィルムは、工業材料用途向け
に拡販を進めると共に価格転嫁
も推進し、増収増益。ケミカル
は、ｶﾌﾟﾛﾗｸﾀﾑの低採算輸出から
の撤退により減収増益。全体と
して増収増益。

各社原料価格高騰の影響を受け
るも、早めの価格転嫁や高採算
用途へのシフト等により、海外
全体で増収増益。

１，２７４
１，３４８

４３

６０

+5.9% +39.9%

＜主要子会社＞
国　内：　曽田香料， 東レ・ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ， 東レﾌｨﾙﾑ加工　他
海　外：　ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ），ＴＳＩ（韓国），ＴＰＥＵ（ﾌﾗﾝｽ），ＴＰＭ（ﾏﾚｰｼｱ)　他

（注）東レ・ファインケミカルのＩＴ関連ケミカルを
当中間期よりプラスチック・ケミカルセグメントか
ら情報・通信機材セグメントに組み替えている。

そのため０４/３月期中間期についても同組み替
え分を修正している。
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事業セグメント別業績（情報・通信機材）
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売上高 営業利益

特記事項
東レ

国内子会社

海外子会社

ＩＴ関連の樹脂・フィルム、回
路・半導体材料、液晶カラーフィ
ルターなどがデジタル関連製品
需要の急速な拡大を背景に増収
増益。

ＩＴ関連機器子会社が、液晶
カラーフィルター塗布装置
（スリットコーター）の本格
販売を開始し、フィルム加工
子会社も好調に推移したこと
から大幅な増収増益。

韓国のフィルム、回路材料関連
子会社を中心に増収増益。

８３４

１，０８５

６９

１５０

+30.0%

+116.6%

＜主要子会社＞
国　内：　東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ,　東レﾌｨﾙﾑ加工　他
海　外：　ＴＳＩ（韓国），ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ），ＴＰＥＵ（ﾌﾗﾝｽ）　他

（注）東レ・ファインケミカルのＩＴ関連ケミカルを
当中間期よりプラスチック・ケミカルセグメントか
ら情報・通信機材セグメントに組み替えている。

そのため０４/３月期中間期についても同組み替
え分を修正している。
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事業セグメント別業績（住宅・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）

36 37

504
479

3
4

0

100

200

300

400

500

600

０４／３月期　　
中間期

０５／３月期　　
中間期

億円

海外

国内

東レ

-6
-5

9 9

-1

-10

-5

0

5

10

15

０４／３月期　　
中間期

０５／３月期　　
中間期

億円

修正

海外

国内

東レ

売上高 営業利益 特記事項

国内子会社

エンジニアリング子会社で、
一部の案件の売上計上が下
期にずれ込んだことなどに
より減収となるも、体質強
化の推進により、利益は横
這い。

５４３
５２０

３ ３

-4.1%

-18.2%

＜主要子会社＞
国　内：　東レ建設，東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　他
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事業セグメント別業績（医薬・医療）
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売上高 営業利益 特記事項

東レ

国内子会社

医療材の拡販により増収と
なるも、競争激化により利
益横這い。

医薬・医療材事業は、薬価改
定及び医療材の償還価格引
き下げの影響等により減収
減益。

２２０

２０２
７

－３

-8.2%

＜主要子会社＞
国内：　東レ・ﾒﾃﾞｨｶﾙ
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事業セグメント別業績（新事業その他）

＜主要子会社＞
国内：東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ，東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ　他
海外：ＳＯＦＩＣＡＲ（ﾌﾗﾝｽ）他
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売上高 営業利益 特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

主力の複合材料（複材）事
業が好調に推移し、増収増
益。

複材事業における、航空機
用途の需要が拡大期に入る
と共に、産業用途が順調に
拡大し、増収増益。

商事子会社において、前年
同期に特需があったことか
ら、全体として減収なるも、
体質強化等が進み、増益。

３３９
３６０

２７

４４

全体　（内複材） 全体　（内複材） 全体　（内複材） 全体　（内複材）
０５／３月期
　　中間期

０４／３月期
　　中間期

０５／３月期
　　中間期

+6.0%

+63.1%

+18.5% +54.6%

０４／３月期
　　中間期
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営業利益増加要因分析

億円

東レ 子会社 合計

先端材料・ＮＶＣ
＊
の拡大、生産・営業効率改善、販売

量・生産量増など
+40 +76 +116

ＴＣプロジェクト効果（製造固定費・外注加工費・購買
物流費・本社費・営業費の削減、要員効率化など） +30 +7 +37

販売価格アップ・原料価格アップの影響など（ネット） -8 -36 -44

合計 +62 +47 +109

04/3中間期→05/3中間期

＊ＮＶＣ：Ｎｅｗ　Ｖａｌｕｅ　Ｃｒｅａｔｏｒ
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連結業績見通し
億円

蝶理 水道機工 合計

上期 5,343 5,757 +414 (+7.7%) - - -

下期 5,542 7,443 +1,901 (+34.3%) 1,177 134 1,312

通期 10,885 13,200 +2,315 (+21.3%) 1,177 134 1,312
上期 247 356 +109 (+43.9%) - - -

下期 321 444 +123 (+38.5%) 24 15 38

通期 568 800 +232 (+40.9%) 24 15 38
上期 230 348 +118 (+51.4%) - - -

下期 286 412 +126 (+44.0%) 15 13 28

通期 516 760 +244 (+47.3%) 15 13 28
上期 109 198 +88 (+80.7%) - - -

下期 100 192 +93 (+92.9%) 5 3 7

通期 209 390 +181 (+86.5%) 5 3 7

上期 ７．８１円 １４．１２円

下期 ７．０６円 １３．７２円

通期 １４．８７円 ２７．８４円

１株当たり
当期純利益

経常利益

当期純利益

売上高

営業利益

連結による影響（内数）
04年3月期 05年3月期 増減

想定為替レート（2004年10月～2005年3月）： １１０円／US＄、１．２US＄／ユーロ
想定原油価格：　３８US＄／Ｂ　（ドバイＦＯＢ）
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　事業セグメント別業績見通し （売上高／営業利益）
億円

０４年
３月期

０５年
３月期

０４年
３月期
０５年
３月期

上期 2,134 2,242 +108 (+5.1%) 94 101 +6 (+6.7%)

繊維 下期 2,114 3,058 +944 (+44.7%) 89 114 +25 (+27.9%)

通期 4,248 5,300 +1,052 (+24.8%) 184 215 +31 (+17.0%)
上期 1,274 1,348 +75 (+5.9%) 43 60 +17 (+39.9%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 下期 1,274 1,652 +377 (+29.6%) 49 80 +31 (+63.6%)

通期 2,548 3,000 +452 (+17.7%) 92 140 +48 (+52.5%)
上期 834 1,085 +251 (+30.0%) 69 150 +81 (+116.6%)

情報・通信機材 下期 944 1,116 +171 (+18.1%) 109 140 +31 (+28.6%)

通期 1,778 2,200 +422 (+23.7%) 178 290 +112 (+62.7%)
上期 543 520 -22 (-4.1%) 3 3 -1 (-18.2%)

住宅・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 下期 659 980 +321 (+48.8%) 14 37 +24 (+173.3%)

通期 1,201 1,500 +299 (+24.9%) 17 40 +23 (+136.0%)
上期 220 202 -18 (-8.2%) 7 ▲ 3 -10 ( - )

医薬・医療 下期 259 248 -11 (-4.2%) 28 33 +5 (+17.0%)

通期 479 450 -29 (-6.0%) 35 30 -5 (-14.5%)
上期 339 360 +21 (+6.0%) 27 44 +17 (+63.1%)

新事業その他 下期 292 390 +98 (+33.7%) 32 41 +9 (+29.3%)

通期 631 750 +119 (+18.8%) 59 85 +26 (+44.9%)
上期 181 215 +34 (+18.5%) 18 28 +10 (+54.6%)

内、炭素繊維複合材料 下期 192 255 +63 (+33.1%) 18 28 +10 (+59.1%)

通期 373 470 +97 (+26.0%) 36 56 +20 (+56.8%)

上期 5,343 5,757 +414 (+7.7%) 244 354 +111 (+45.4%)

計 下期 5,542 7,443 +1,901 (+34.3%) 321 446 +125 (+38.9%)

通期 10,885 13,200 +2,315 (+21.3%) 564 800 +236 (+41.7%)

上期 4 2 -2

消去又は全社 下期 ▲ 0 ▲ 2 -1

通期 3 0 -3

上期 5,343 5,757 +414 (+7.7%) 247 356 +109 (+43.9%)

連結 下期 5,542 7,443 +1,901 (+34.3%) 321 444 +123 (+38.5%)

通期 10,885 13,200 +2,315 (+21.3%) 568 800 +232 (+40.9%)

売上高 営業利益
特記事項

増減　　　（％） 増減　　　（％）

価格転嫁、高採算品へのシフト、体
質強化等を進め、増収増益。

樹脂は自動車・電機用途へ、ﾌｨﾙﾑ
は工業材料用途への拡販を進め、
増収増益。

建設子会社の拡販、ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ子
会社の体質強化等により増収増益。

主力の炭素繊維複合材料の好調を
主因に増収増益。

航空機用途及び産業用途の需要拡
大により増収増益。

医薬品の薬価改定及び競争激化に
より減収減益。

ＩＴ関連樹脂・フィルム、電子材料、ＩＴ
関連機器子会社の好調等により増
収増益。
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リスクファクターとその対応

リスクファクターを常に意識し、業績への影響を極小化するた
めに早め早めの対応をとる。

＜リスクファクター＞ ＜影響を極小化するための施策・戦略＞

リスクファクターを常に意識し、業績への影響を極小化するた
めに早め早めの対応をとる。

•購買・営業間の情報を密にすることにより早め
の価格転嫁を実施する。

•原料価格連動型の販売価格契約。
•高付加価値品へのﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾐｯｸｽのｼﾌﾄ。

原料（ＰＴＡ、ＥＧ、ＡＮ等）価
格の高止まり、更なる値上
がり

•New Value Creatorの推進により顧客からの
情報を早めに察知し、顧客ニーズの高い付加
価値品の開発に繋げる。

•長期供給契約により安定した収益を確保。
•値下げ抵抗力のあるﾅﾝﾊﾞｰﾜﾝ製品を拡大。　

ＩＴ関連機器需要の減速の
懸念

•“ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ　ＮＴ－Ⅱ”の着実な実行による、景
気に左右されにくい企業体質の構築。

米国やアジア・中国景気の
減速
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原料価格の見通し

原油ならびに主要な原料価格は、今後も２００４年１０～１２月の
水準で高止まって推移すると見込む。

原油ならびに主要な原料価格は、今後も２００４年１０～１２月の
水準で高止まって推移すると見込む。
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←ＥＧ（$/t,左軸）

←ＰＸ（$/t,左軸）

→ＢＺ(¢/gal,右軸）

←ナフサ（$/t,左軸）

→原油（DUBAI FOB，$/BL,右軸）

３８．０ ３８．０
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原料価格上昇への対応について

原料価格の上昇に対応するため、価格転嫁や高付加価値品への転換など
により、販売単価を維持・上昇するよう努めている。

石化原料由来の製品に関する利益増減分析
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-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500

03/3 vs 04/3 04/3上 vs 05/3上 04/3 vs 05/3　　　
（見通し）

億円

原料価格

価格転嫁と高付加価
値品へのシフト

差し引き

（注）石化原料由来の製品とは、主に繊維、ﾌｨﾙﾑ・樹脂、ｹﾐｶﾙ製品、炭素繊維複合材料等です。
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液晶市場の動向

液晶モジュール価格は、今後も継続的に下落すると考えている。中型・小型向けでは、ｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰ
の特品化を進め、値下げ抵抗力を高める。特に、携帯電話用途は、カラー化率の上昇に伴い、今後
も好調な需要に支えられると考える。また、大型向けのＰＥＴフィルムやＴＡＢ用ポリイミドテープ等に
ついても、ナンバーOne事業の強みを最大限に活かす。

液晶モジュール価格は、今後も継続的に下落すると考えている。中型・小型向けでは、ｶﾗｰﾌｨﾙﾀｰ
の特品化を進め、値下げ抵抗力を高める。特に、携帯電話用途は、カラー化率の上昇に伴い、今後
も好調な需要に支えられると考える。また、大型向けのＰＥＴフィルムやＴＡＢ用ポリイミドテープ等に
ついても、ナンバーOne事業の強みを最大限に活かす。

携帯電話の出荷台数とカラー化率

データ：調査会社資料を元に当社推定
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液晶モジュール価格の推移

見通し

当社におけるサイズの区分は以下の通りです。

ノートＰＣ、モニター、液晶テレビ１１インチ超大型

携帯電話、カーナビ、ＰＤＡ、デジカメ１０インチ以下中型・小型

主な用途主要サイズ分類
1997年　 1998年　 1998年　 2000年　 2001年　 2002年　 2003年　 2004年　2005年　

データ：半導体新聞、調査会社資料等を元に当社推定
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中期経営課題　　　　　　　　　　　　　中期経営課題　　　　　　　　　　　　　
““プロジェクトＮＴプロジェクトＮＴ-ⅡⅡ””フォローアップフォローアップ
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ＮT-Ⅱの基本思想

ＮＴ21は、「危機意識の共有化をベースにした抜本的体質
強化による収益の早期改善」を基本思想とした改革。
（体質強化・守りの経営）

ＮＴ21は、「危機意識の共有化をベースにした抜本的体質
強化による収益の早期改善」を基本思想とした改革。
（体質強化・守りの経営）

体質強化による収益力の改善をベースとして、
新たな飛躍に向けて中期の課題・改革に本格的

に取り組む素地ができた。

ＮＴ-Ⅱは、「恒常的な企業体質強化と更なる事業構造改革に
よる高収益企業グループへの飛躍」を基本思想とした改革。
（守りと攻めの経営）

ＮＴＮＴ--ⅡⅡは、「恒常的な企業体質強化と更なる事業構造改革に
よる高収益企業グループへの飛躍」を基本思想とした改革。
（守りと攻め攻めの経営）



26

ＮT-Ⅱの数値目標
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（億円）

“プロジェクトＮＴ２１”

実績　　　　　　　　

　　“ＮＴ－Ⅱ”期初目標値
　　０５年３月期見通し　

早期に達成

（見通し）

“プロジェクトＮＴ-Ⅱ”

営業利益の推移

800

営業利益１０００億円営業利益１０００億円
達成時の主要財務達成時の主要財務
指標イメージ指標イメージ

売上高営業利益率
約８％

ＲＯＡ：　約７％

ＲＯＥ：　約１０％

Ｄ／Ｅレシオ：１．０以下
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ＮＴ－Ⅱで取り組むプロジェクト

①アセアン－事業構造改革、新規事業展開による収益拡大
②中国－黒字定着、新規事業の積極的推進
③韓国－ＩＴ関連材料、先端材料の拡大
④欧米－事業構造改革、先端材料拡大による収益向上

（８）海外事業の戦略的拡大
　　（ＫＰプロジェクト）

①ナンバーＯｎｅ事業拡大戦略の推進　②ナンバーＯｎｅ事業への経営資源の傾
斜投入　③社員の意識高揚（自信、プライドの喚起）とナンバーＯｎｅ事業の力を
活かした事業戦略強化

（７）ナンバーＯｎｅ、オンリーＯｎｅ、

　　 ファーストＯｎｅ事業拡大

　　（ナンバーＯｎｅプロジェクト）

①新規先端材料の早期事業化　②研究開発機能の強化（ＴＦＲＣなどの拡充等）
③既存先端材料の拡大　④知的財産力の強化

（６）先端材料事業拡大
　　（ＳＺプロジェクト）

①粗利赤品種の撲滅　②粗利率５％以上／３年間の改善
③売上高営業費比率の維持・低減

（５）品種別利益管理強化

　　（ＨＫプロジェクト）

事業構造

改革による

事業拡大・

収益拡大

①営業の意識改革　②営業指標の目標管理　③New Value Creatorの推進
④ＩＴ武装化　⑤ワンストップトータルサービス機能拡大　⑥グローバルオペレー
ションの更なる強化　⑦ＺＨ（在庫半減）プロジェクト

（４）営業改革
　　（営業改革プロジェクト）

　

（３）財務体質強化

　 （ＦＫ－Ⅱプロジェクト）

（２） トータルコスト競争力（～０５／３）
　　　（ＴＣプロジェクト）
　　　自助努力改善（０５／４～）
　　　（ＪＤプロジェクト）　

（１）活性化

（ＡＣＴプロジェクト）

プロジェクト

①先端材料事業への投資拡大と財務体質強化の両立
②D/Eレシオ１．０以下の早期達成

①TC-3の確実な実行　（削減目標：６０億円）
②０５年度以降は自助努力改善（ＪＤプロジェクト）として展開

①コミュニケーション・情報共有化の強化　②コーポレートアントレプレナーシップ
の社風喚起　③年金制度の改革　④若手優秀人材の抜擢　⑤女性が活躍でき
る企業文化の確立

取り組むべきテーマ

意識改革 ・

企業体質

強化

経営課題
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財務体質強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

Ｄ／Ｅレシオを早期に１．０以下に低下させ、１．０以下の水準を維持しながら、先端材
料事業への積極投資と財務体質の強化を両立させる。

Ｄ／Ｅレシオを早期に１．０以下に低下させ、１．０以下の水準を維持しながら、先端材
料事業への積極投資と財務体質の強化を両立させる。
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品種別利益管理強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

当中間期は、原料価格高騰の影響もあるが、売上高総利益率を改善すると共に、売上
高営業費比率の更なる引き下げに努め、売上高営業利益率を向上することができた。

当中間期は、原料価格高騰の影響もあるが、売上高総利益率を改善すると共に、売上
高営業費比率の更なる引き下げに努め、売上高営業利益率を向上することができた。

売上高総利益率と売上高営業費比率の推移
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“プロジェクトＮＴ２１”

1.粗利赤字品種撲滅のためのアクション
プログラムの作成

2.実行面でのＩＴツールの開発

3.月別の徹底フォロー
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先端材料事業拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

経営資源を傾斜的に配分していくという方針の下、先端材料のスピーディーな開発・事業化をす
るため、「先端材料開発」と「開発力強化」を二本柱にして推進している。当中間期の業績は順調
に進捗している。

経営資源を傾斜的に配分していくという方針の下、先端材料のスピーディーな開発・事業化をす
るため、「先端材料開発」と「開発力強化」を二本柱にして推進している。当中間期の業績は順調
に進捗している。
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3,054
3,441

4,300

売上高

3,700

1,910

進捗率
５２％

03/3月期　04/3月期　　　05/3月期　　　 早期に達成
（中間期実績）　（見通し）

（注）ライフサイエンス分野は季節要因有り。
03/3月期　04/3月期　　　05/3月期　　　 早期に達成

　先端材料開発　

　　開発力強化　　

　　生産力強化（ＮＴ－Ⅱ工場パワーアップ活動）　　

事業拡大テーマ

事業化推進プロジェクト

既存製品関連テーマ

戦力傾斜配分

知財力強化

情報力強化

要素技術力強化

研究改革ステップアップ

先
端
材
料
事
業
拡
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

先
端
材
料
事
業
拡
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

（２年間で事業化）
•有機ＥＬ材料
•ＣＭＰ研磨パッド
•次世代ﾌｨﾙﾑ回路基板
•ﾌﾗｯﾄﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ用部材

進捗率
５２％

（中間期実績）　（見通し）
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ナンバーＯｎｅ事業拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

東レの３１のナンバーＯｎｅ事業は、ＰＥＴフィルム、炭素繊維、半導体実装装置
（ＴＥＫ）の販売好調を主因に、上期は見通しを上回って推移した。

東レの３１のナンバーＯｎｅ事業は、ＰＥＴフィルム、炭素繊維、半導体実装装置
（ＴＥＫ）の販売好調を主因に、上期は見通しを上回って推移した。

ナンバーOne事業

2,659
2,822

1,630

3,100

3,400

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

億円

営業利益

売上高

268

375

232

430

550

0

100

200

300

400

500

600

億円

03/3月期　04/3月期　　05/3月期　　　 早期に達成

進捗率
５３％

03/3月期　04/3月期　　05/3月期　　　 早期に達成
（中間期実績）　（見通し）

（中間期実績）　（見通し）

進捗率
５４％

０４／３月期

世界ｼｪｱ（推定）

繊　　維 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ綿混織物 30%
裏地用タフタ　 21%
スエード調人工皮革 32%
漁網用ナイロン長繊維 21%
フッ素繊維 39%
縫糸用ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ短繊維 28%
ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙ・ﾚｰﾖﾝ混織物 12%

プラスチック ＰＥＴフィルム 19%
ｺﾝﾃﾞﾝｻ用ＯＰＰフィルム 14%
パラ系アラミドフィルム 90%
ＰＰＳフィルム 100%
ﾌﾟﾛﾃｸﾄ用ＰＥ系フィルム 43%

ケミカル ＤＭＳＯ 44%
複材 炭素繊維複合材料 37%
医薬・医療 敗血症治療用血液浄化器 100%
電情材 フィルムキャリアテープ 81%

感光性樹脂凸版 37%
液晶材 LCDｽﾋﾟﾝﾚｽｺｰﾀｰ(G5ｻｲｽﾞ～) 43%
ＴＥＫ 液晶ﾊﾟﾈﾙﾁｯﾌﾟ実装装置 40%

液晶ﾊﾟﾈﾙ二次元ｺｰﾄﾞﾏｰｷﾝｸﾞ装置 70%
その他 １１事業

０４／３月期業績
　売上高　 　 2,822億円
　営業利益 　　  375億円

事　　業　　名

合計
（３１事業）

世界シェアが２位の事業（１１事業）、３位の事業（６事業）につ
いても、ナンバーOne事業になる可能性のあるものについて
は、プロジェクトリーダーを決めてナンバーOne事業に向けて
の事業戦略を策定・実行していく。

世界シェアが２位の事業（１１事業）、３位の事業（６事業）につ
いても、ナンバーOne事業になる可能性のあるものについて
は、プロジェクトリーダーを決めてナンバーOne事業に向けて
の事業戦略を策定・実行していく。
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海外事業の戦略的拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

海外事業の戦略的拡大に向け、以下の重点プロジェクトを推進中。海外事業の戦略的拡大に向け、以下の重点プロジェクトを推進中。

86 95
57

33
50

24

0

50

100

150

200

250

300

350

400

億円

欧米
アジア

1,756 1,807

1,023

1,204 1,218

610
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500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

億円

欧米
アジア

外部売上高

2,960 3,024
3,100

3,900

1,633

営業利益

119

145

200

370

81

進捗率
５３％

（中間期実績）　（見通し）

03/3月期　04/3月期　　　　05/3月期　　　 　　　 早期に達成

進捗率
４０％

（中間期実績）　（見通し）

03/3月期　04/3月期　　　05/3月期　　　 　　 早期に達成

重点プロジェクト（例）

（１）中国における事業展開プロジェクト

（２）韓国における事業拡大プロジェクト

（３）タイにおける事業拡大プロジェクト

•自動車関連事業（カーシート、シートベルト、
コンパウンド事業、等）

（５）東欧における事業展開プロジェクト

•自動車関連用途事業
•電情材関連用途事業、等

•ﾍﾞｰｽﾚｼﾞﾝ・ｺﾝﾊﾟｳﾝﾄﾞ事業
•不織布事業
•水処理事業

•韓国ＴＳＩを中心とした電情材事業
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最近のトピックス

○○○米ＴＦＡ社のフッ素繊維新工場稼働開始
デュポン社から買収したフッ素繊維事業の製造設備をTFA社アラバマ工場に移設。

９月

○○○
仏ソフィカール社の炭素繊維新ライン順調に稼働
欧州における旺盛な炭素繊維需要に対応するため、１０月に稼働を予定していた
仏ソフィカール社の炭素繊維新ラインが順調に稼働開始。（800t→2600t/年）

１０月

○
ナノスケール加工技術の開発
ナノスケールで機能材料の配列、分子集合状態を制御することで、10～30nmの被
膜を形成させ、繊維表面を覆う技術を確立。

１０月

○
「プラスチック環境・リサイクル室」の新設
環境配慮型プラスチック事業を本格展開するため、「プラスチック環境・リサイクル
室」を新設した。

１０月

ＮＴーⅡの施策

○

○

○

先端材料
事業拡大

○
子会社による直営ホテル事業の売却
国内関係会社の整理・統合・再編の方針の一環として、東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱の直営
ホテル事業を売却する。

１１月

高感度ＤＮＡチップの開発
バイオとナノの融合によって従来比約100倍の高感度ＤＮＡチップを開発。

９月

事業構
造改革,
ＮＶＣ

海外事
業拡大

ﾅﾝﾊﾞｰOne
事業拡大

トピックス時期

ポリ乳酸(PLA)事業の更なる強化
カネボウ合繊株式会社からポリ乳酸事業（「ラクトロン」事業）に関連する特許権、
意匠権及び実用新案権の譲渡を受け、循環社会型素材の一つであるＰＬＡ事業を
更に強化・拡大する。

１０月

○
中国における研究開発の強化
中国の優秀な人材を活用した高分子基礎研究を強化するため、南通に続き、上海
にもブランチラボを設置。

１０月
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参考資料参考資料
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高感度ＤＮＡチップの開発

バイオとナノの融合によって従来比約100倍の高感度ＤＮＡチップを開発。遺伝子診断やゲノム
創薬データベース構築に貢献。

バイオとナノの融合によって従来比約100倍の高感度ＤＮＡチップを開発。遺伝子診断やゲノム
創薬データベース構築に貢献。

疾患関連遺伝子情報

従来型ＤＮＡチップ

東レ東レ 京大医薬連合京大医薬連合東レ東レ

高速、高精度ＤＮＡチップ

ノイズの大幅低減シグナル強度の向上 検出感度の飛躍的向上
（従来型チップの１００倍）

従来比１００倍の
高感度化に成功

＋

新型ＤＮＡチップ開発新型ＤＮＡチップ開発新型ＤＮＡチップ開発
京大との連携京大との連携京大との連携

辻本教授など

高速検出
（従来型チップの１０倍）

高定量性

高再現性従来型ＤＮＡチップ 新型ＤＮＡチップ

遺伝子診断チップ遺伝子診断チップ ゲノム創薬ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽゲノム創薬ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

本開発の一部はＮＥＤＯ「バイオ・ＩＴ融合機器開発プロジェクト」の支援を受けています
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中国における研究開発の強化

中国の優秀な人材を活用した高分子基礎研究を強化するため、南通に続き、上海にもブランチ
ラボを設置。

中国の優秀な人材を活用した高分子基礎研究を強化するため、南通に続き、上海にもブランチ
ラボを設置。

　　中国ビジネスをサポートする商品開発・技術支援

　　中国の優秀な人材を活用した高分子基礎研究強化

　　中国大学・研究機関との連携強化

　　　→　（例）オープンラボの活用（上海交通大など）

テキスタイル研究部

重合・製糸研究部

産業資材研究部

高分子材料研究所

研究渉外部

研究者要員計画（ＴＦＲＣ）

ＴＦＲＣ組織

（水処理研究所）

水処理研究所

ブランチラボ

本部

南通南通ＴＦＲＣＴＦＲＣ

上海上海

Ｈ１５年度　：　約　５０名
Ｈ１６年度　：　約１５０名
　　↓
Ｈ２０年度　：　約３５０名

Ｈ１５年度　：　約　５０名
Ｈ１６年度　：　約１５０名
　　↓
Ｈ２０年度　：　約３５０名

南通（高次加工棟）南通（高次加工棟） 上海（ブランチラボ）上海（ブランチラボ）

基本コンセプト
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ポリ乳酸（ＰＬＡ）事業の更なる強化

カネボウ合繊株式会社からポリ乳酸事業（「ラクトロン」事業）に関連する特許権、意
匠権及び実用新案権の譲渡を受け、循環社会型素材の一つであるＰＬＡ事業を更
に強化・拡大する。

•農園芸用途
　（幼齢木ネット等）

•生活資材用途
　（業務用水切りネット等）

•衣料用途
　（インナー、ベビー用品等）

東レ“エコディア”事業
が注力している用途

東レ“エコディア”事業
が注力している用途

ヘッドレストクッション（SF積層体）

カーシート表皮
（ＦＹ加工糸）

スペアタイヤカバー
　（ケナフ/PLA-SF成形ボード）

開発部位開発部位

ドアトリム
　（ケナフ/PLA-SF成形ボード）

シートクッション材
　（ＳＦ積層体）

オプションマット
　（BCF＋ＰＬＡ不織布）

カネボウ合繊「ラクトロン」
事業が注力している用途

カネボウ合繊「ラクトロン」
事業が注力している用途

ＰＬＡ繊維事業における期待されるシナジー効果

産業用途（自動車等）

カネボウ合繊ＰＬＡ事業取込みの理由
• 特許等知的財産権の活用
• 有力用途・顧客の戦略的取り込み
• 優位技術の活用

補完

PLA繊維事業の
幅広い用途展開
の実現
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「プラスチック環境・リサイクル室」の新設

環境配慮型プラスチック事業を本格展開するため、「プラスチック環境・リサイクル室」を今年８
月に新設し、「プラスチックリサイクルの推進」とポリ乳酸関連製品を初めとする「環境配慮型製
品の開発」を重点テーマとして、同事業の育成拡大を図る。

環境配慮型プラスチック事業を本格展開するため、「プラスチック環境・リサイクル室」を今年８
月に新設し、「プラスチックリサイクルの推進」とポリ乳酸関連製品を初めとする「環境配慮型製
品の開発」を重点テーマとして、同事業の育成拡大を図る。

１．プラスチックリサイクルの推進

•ナイロン樹脂“エコアミラン”

•PBT樹脂“エコトレコン”

•ABS樹脂“エコトヨラック”

•PPS樹脂“エコトレリナ”

グリーン購入法対応のエコプラスチック事業の拡大

文具・事務機器、

メーカー

＜主なターゲット＞＜今後市場導入予定のリサイクル樹脂＞

LCA（Life Cycle Assessment：環境負荷評価）において有利とされるマテリアルリサイクルを中
心に、リサイクルビジネスモデルの開発と構築を推進

LCA（Life Cycle Assessment：環境負荷評価）において有利とされるマテリアルリサイクルを中
心に、リサイクルビジネスモデルの開発と構築を推進

２．ポリ乳酸関連製品（環境配慮型プラスチック製品）の開発

当社のポリ乳酸関連製品（環境配慮型製品）の統合ブランドである“エコディア”を冠し、繊維製
品と一体化した市場展開を開始

当社のポリ乳酸関連製品（環境配慮型製品）の統合ブランドである“エコディア”を冠し、繊維製
品と一体化した市場展開を開始

フィルム微細構造技術を駆使した「柔軟性ポリ乳酸フィルム」を、ラップフィ
ルムをはじめとした包装材料や工業材料に展開

フィルム製品

ナノレベルの微分散技術を使った「ポリ乳酸ナノアロイ」を、電機・電子機
器や自動車部品など高性能プラスチック分野へ展開

樹脂製品
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ナノスケール加工技術の開発

ナノスケールで機能材料の配列、分子集合状態を制御することで、10～30nmの被膜を形成させ、繊
維表面を覆う技術を確立。機能向上、対象素材の拡大、機能の複合化、新機能の発現が可能に。
高機能性繊維材料の開発ばかりでなく、他素材への適用、新たな機能の創出などにも展開。

繊維表面に構造制御されたナノスケール皮膜を形成する技術

５０μm

“NanoMATRIX”
単繊維表面を
機能材料で被覆

機能材料の単繊維連続皮膜
皮膜厚さ：　１０～３０nm

溶解させたＰＥＴ繊維
繊維径： 　１５μm

ＳＥＭ写真：アルカリでPETを溶解し、
　　　　　　　被覆した機能材料を残した写真

『ナノスケール加工技術』

　　　　　　　　　　　　　　　　 基盤製造技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の構築

　　　　　　　　　　新素材の創出　

ナノサイズの構造体・集合体の構築

革新的な、新規な機能、物性の発現

高機能性繊維材料

衣料用途
産業資材用度
医療用途
水処理分野
コンポジット

他素材への適用

フィルム
電子材料
光学材料

新規機能の創出

高機能新規材料
エネルギー
有機/無機複合材料

既存生産技術の革新

生地に薬剤を付けた状態乾燥させた状態 乾燥させた状態

機能材料は、溶液中で
ランダムに運動している

自己組織化現象の
利用により、機能材料は、
繊維上に規則的に配置。

従来加工の繊維
機能材料は、
不均一に付着。

“NanoMATRIX”加工
機能材料は、
均一に皮膜化。

無秩序な状態 秩序状態

従来技術 “NanoMATRIX”

機能材料は、
ランダムで不均一に
繊維上に付着。

“NanoMATRIX”のための技術の一例

『ナノスケール加工技術』将来の可能性
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仏ソフィカール社の炭素繊維新ライン順調に稼働

欧州における旺盛な炭素繊維需要に対応するため、１０月に稼働を予定し
ていた仏ソフィカール社の炭素繊維新ラインが順調に稼働開始。

欧州における旺盛な炭素繊維需要に対応するため、１０月に稼働を予定し
ていた仏ソフィカール社の炭素繊維新ラインが順調に稼働開始。

2010200920082007200620052004

仏エアバス

米ボーイング
７７７
７Ｅ７

Ａ３３０／Ａ３４０

Ａ３８０

Ａ３５０

開発 就航

開発 就航

開発 就航

～2004年9月 2004年10月 2006年初め

日本（愛媛工場） 4,700 4,700 4,700

フランス（SOFICAR) 800 2,600 2,600

アメリカ（CFA) 1,800 1,800 3,600

生産能力合計（東レ） 7,300 9,100 10,900

生産能力合計（市場全体） 23,000 24,800 27,300

東レの生産能力ｼｪｱ 約３２％ 約３７％ 約４０％

需要成長に対応するた
め、更なる生産能力拡
大の必要性。

２０１０年までの需
要成長率見通し：
８％強／年
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子会社による直営ﾎﾃﾙ事業の売却

国内関係会社の整理・統合・再編の方針の一環として、東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱は、
直営ホテル事業の売却を決定。

東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ㈱

直
営
ホ
テ
ル
事
業

シャンピアホテル赤坂

シャンピアホテル防府

大津シャンピアホテル

ｼｬﾝﾋﾟｱﾎﾃﾙ青山(04/10)

移籍希望者
は原則として
全員受け入れ

ｼｬﾝﾋﾟｱﾎﾃﾙ大阪(03/11)

ｼｬﾝﾋﾟｱﾎﾃﾙ名古屋（03/3)

イシン・ホテルズ・
グループ

ヒルトン成田、

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙｶﾞｰﾃﾞﾝ

ﾎﾃﾙ成田、

京都ﾛｲﾔﾙﾎﾃﾙ

鹿児島東急ホテル、

ﾎﾃﾙﾊﾞｰﾃﾞﾝ六本木

全国でホテル事業
を展開

不
動
産
事
業

（
不
動
産
賃
貸
事
業
お
よ
び
企
画
開
発
）

受
託
事
業

（
企
業
・
自
治
体
福
利
厚
生
施
設
運
営
受
託
事
業
）

売却
(04/12)

賃貸期間満了を機に収束(収束時期)
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本資料中の２００５年３月期業績見通し、
及び中期経営課題における見通し、事業
計画についての記述は、現時点における
将来の経済環境予想等の仮定に基づい
ています。

本資料において当社の将来の業績を保
証するものではありません。
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